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 この説明会の内容は、説明会現在での事業案であるため、これから最終調整等を行う過程で変更となる場合がありますので
ご了承ください。 
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１．これからの高齢化社会に向けて 



いつまでも元気に暮らすために･･･   

生活支援・介護予防 

住まい 

地域包括ケアシステムの姿 

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね
３０分以内に必要なサービスが提供さ
れる日常生活圏域（具体的には中学
校区）を単位として想定 

■在宅系サービス： 
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護  
・小規模多機能型居宅介護 
・短期入所生活介護 
・福祉用具 
・24時間対応の訪問サービス 
・複合型サービス 
   （小規模多機能型居宅介護＋訪問看護） 等 

 ・自宅 
 ・サービス付き高齢者向け住宅 等 

相談業務やサービスの 
コーディネートを行います。 

■施設・居住系サービス 
・介護老人福祉施設 
・介護老人保健施設 
・認知症共同生活介護 

・特定施設入所者生活介護 
                等 

 

日常の医療： 
 ・かかりつけ医、有床診療所 
 ・地域の連携病院 
 ・歯科医療、薬局 

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等 

・地域包括支援センター 
・ケアマネジャー 

通院・入院 
通所・入
所 

病院： 
 急性期、回復期、慢性期 

病気になったら･･･   

医 療 
 

介護が必要になったら･･･   

   介 護 

■介護予防サービス 

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域
で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が
包括的に確保される体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。 

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるために
も、地域包括ケアシステムの構築が重要。 

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は
減少する町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。 

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、
地域の特性に応じて作り上げていくことが必要。 

5 （厚生労働省資料から引用） 

１．これからの高齢化社会に向けて 



介 護 保 険 法（抜粋） 
 （目的） 

第１条 この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態となり、入 

 浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理その他の医療を要する者等につ 

 いて、これらの者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよ 

 う、必要な保健医療サービス及び福祉サービスに係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念に基 

 づき介護保険制度を設け、その行う保険給付等に関して必要な事項を定め、もって国民の保健医療 

 の向上及び福祉の増進を図ることを目的とする。 

 （介護保険） 

第２条 介護保険は、被保険者の要介護状態又は要支援状態（以下「要介護状態等」という。）に関 

 し、必要な保険給付を行うものとする。 

２ 前項の保険給付は、要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよう行われるとともに、医療と 

 の連携に十分配慮して行われなければならない。 

３ 第１項の保険給付は、被保険者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、被保険者の選 

 択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者又は施設から、総合的か 

 つ効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。 

４ 第１項の保険給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態となった場合においても、可能な限 

 り、その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮さ 

 れなければならない。 

介護保険法で考えている趣旨は・・・ 
 

本人の能力に応じた「自立支援」であり、単なるサービス提供ではない。 
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１．これからの高齢化社会に向けて 



介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）（介護保険法抜粋） 
（地域支援事業） 

第115条の45 市町村は、被保険者（当該市町村が行う介護保険の住所地特例適用被保険者を除き、当該市町村の区域内に所在す
る住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例適用被保険者を含む。第３項第３号及び第115条の49を除き、以下この章
において同じ。）の要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び地域における自立した日
常生活の支援のための施策を総合的かつ一体的に行うため、厚生労働省令で定める基準に従って、地域支援事業として、次に
掲げる事業（以下「介護予防・日常生活支援総合事業」という。）を行うものとする。 

(1) 居宅要支援被保険者その他の厚生労働省令で定める被保険者（以下「居宅要支援被保険者等」という。）に対して、次に掲
げる事業を行う事業（以下「第１号事業」という。） 

イ 居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として、当該居宅要支援被保険者等の居宅において、厚生労働省令で定める基準
に従って、厚生労働省令で定める期間にわたり日常生活上の支援を行う事業（以下この項において「第１号訪問事業」とい
う。） 

 ⇒ 現行の「介護予防訪問介護」が、「新しい総合事業の訪問型サービス」へ移行 
ロ 居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として、厚生労働省令で定める施設において、厚生労働省令で定める基準に従っ
て、厚生労働省令で定める期間にわたり日常生活上の支援又は機能訓練を行う事業（以下この項において「第１号通所事業」
という。） 

 ⇒ 現行の「介護予防通所介護」が、「新しい総合事業の通所型サービス」へ移行 
ハ 厚生労働省令で定める基準に従って、介護予防サービス事業若しくは地域密着型介護予防サービス事業又は第１号訪問事
業若しくは第１号通所事業と一体的に行われる場合に効果があると認められる居宅要支援被保険者等の地域における自立した
日常生活の支援として厚生労働省令で定めるものを行う事業（ニにおいて「第１号生活支援事業」という。） 

 ⇒ 新設（「新しい総合事業のその他の生活支援サービス」） 
ニ 居宅要支援被保険者等（指定介護予防支援又は特例介護予防サービス計画費に係る介護予防支援を受けている者を除
く。）の介護予防を目的として、厚生労働省令で定める基準に従って、その心身の状況、その置かれている環境その他の状況
に応じて、その選択に基づき、第１号訪問事業、第１号通所事業又は第１号生活支援事業その他の適切な事業が包括的かつ効
率的に提供されるよう必要な援助を行う事業（以下「第１号介護予防支援事業」という。） 

 ⇒現行の「介護予防ケアマネジメント」が、「総合事業の介護予防ケアマネジメント」へ移行 
(2) 被保険者（第１号被保険者に限る。）の要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止のため
必要な事業（介護予防サービス事業及び地域密着型介護予防サービス事業並びに第１号訪問事業及び第１号通所事業を除
く。） 

 ⇒現行の「一次予防・二次予防事業」が、「新しい総合事業の一般介護予防事業」へ移行 
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１．これからの高齢化社会に向けて 



総合事業の実施で目指すところは？ 

①それぞれの方が、心身の状態に応じて、自立した日常生活 

 を営むために、介護予防の視点を大きくとらえながら、必 

 要な介護予防ケアマネジメントを実施する。 
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１．これからの高齢化社会に向けて 

②すべての関係者が、対象者の自立支援をできる限り支援し、 

 自立の促進につなげるための支援やサービスを提供する。 

 住み慣れた地域で自分らしい暮らしをできるだけ長く続け
ることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援
が包括的に確保される体制（地域包括ケアシステム）の構築
を実現すべく、地域全体で生活を支え、地域の自主性・主体
性・特性を活かした地域づくりを求められている。 



２．新しい総合事業の概要について 
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【財源構成】 
 

国 25% 
 

都道府県  
 12.5% 
 

市町村  
 12.5% 
 

1号保険料  
 22% 
 

2号保険料  
 28% 

 

 
 

【財源構成】 
 

国 39.0% 
 

都道府県  
 19.5% 
 

市町村   
 19.5% 
 

1号保険料   
 22% 

 

  予防給付 

 （要支援１・２） 

介護予防事業 
又は介護予防・日常生活支援総合事業 
○ 二次予防事業 
○ 一次予防事業 
介護予防・日常生活支援総合事業の場合 
は、上記の他、生活支援サービスを含む 
要支援者向け事業、介護予防支援事業。 

包括的支援事業 
○地域包括支援センターの運営 

  ・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援 

   業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

新しい介護予防・日常生活支援総合事業 
（要支援１～２、それ以外の者） 

○ 介護予防・生活支援サービス事業 
 

  ・訪問型サービス 
  ・通所型サービス 
 

  ・生活支援サービス（配食等） 
  ・介護予防支援事業（ケアマネジメント） 

○ 一般介護予防事業 

包括的支援事業  

○ 地域包括支援センターの運営 
（左記に加え、地域ケア会議の充実） 

○ 在宅医療・介護連携推進事業 

○ 認知症施策推進事業 

 （認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員 等） 

○ 生活支援体制整備事業 
（コーディネーターの配置、協議体の設置等） 

予防給付（要支援１・２） 

充
実 

事業に移行 

訪問看護、福祉用具等 

訪問介護、通所介護 

多
様
化 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

地
域
支
援
事
業 

地
域
支
援
事
業 

  介護給付 （要介護１～５）  介護給付（要介護１～５） 

＜改正前＞ ＜改正後＞ 介護保険制度 

改正前と同様 

※厚生労働省資料を一部改変 10 

全市町村で
実施 

２．新しい総合事業の概要について 



予防給付によるサービス 

 
 
 
 
 
・訪問看護 
・訪問リハビリテーション 
・通所リハビリテーション 
・短期入所療養介護 
・居宅療養管理指導 
・特定施設入所者生活介護 
・短期入所者生活介護 
・訪問入浴介護 
・認知症対応型通所介護 
・小規模多機能型居宅介護 
・認知症対応型共同生活介護 
・福祉用具貸与 
・福祉用具販売 
・住宅改修           など 

 

新しい総合事業によるサービス 
（介護予防・生活支援サービス事業） 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
○訪問型サービス 

 

○通所型サービス 

 

○訪問介護 
 
○通所介護 

その他は 
従来通り 
予防給付 
で行う 

総合事業へ移行 

○ 予防給付の訪問介護と通所介護は、総合事業にすべて移行（平成29年度末まで） 

○ その他のサービスは、予防給付によるサービスを利用 

１ 介護予防訪問介護・介護予防通所介護以外のサー

ビスは、引き続き予防給付（訪問看護、住宅改修な

ど）によるサービスで提供。 

２ 地域包括支援センターによる介護予防ケアマネジ

メントに基づき、総合事業（介護予防・生活支援サ

ービス事業及び一般介護予防事業）のサービスと予

防給付のサービス（要支援者のみ）を組み合わせる。 

３ 総合事業のみを利用する場合は、基本チェックリ

ストで利用の可否を判断し、要介護認定等を受けな

くてもサービス利用が可能となる。 

４ 第２号被保険者は、基本チェックリストではなく、

これまでどおり要介護認定等申請を行う。 
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２．新しい総合事業の概要について 

これまでの要支援者の訪問介護・通所介護は、新しい総合事業へ移行！ 



国が示す「新しい総合事業」の構成例 

介護予防・
日常生活支
援総合事業 

（新しい総合
事業） 

介護予防･生活支
援サービス事業 

訪問型サービス 
（第1号訪問事業） 

通所型サービス 
（第1号通所事業） 

その他の生活支援サービス 
（第1号生活支援事業） 

一般介護予防事業 

介護予防ケアマネジメント 
（第1号介護予防支援事業） 

・現行の訪問
介護相当 

・多様な 
サービス 

①訪問介護 

②訪問型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） 

③訪問型サービスＢ（住民主体による支援） 

④訪問型サービスＣ（短期集中予防サービス） 

⑤訪問型サービスＤ（移動支援） 

①通所介護 

②通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） 

③通所型サービスＢ（住民主体による支援） 

④通所型サービスＣ（短期集中予防サービス） 

・現行の通所
介護相当 

・多様な 
サービス 

①栄養改善を目的とした配食等 

②住民ボランティア等が行う見守り 

③訪問型サービス，通所型サービスに準ずる自立
支援に資する生活支援（訪問型サービス・通所型サ
ービスの一体的提供等） 

①介護予防把握事業 

②介護予防普及啓発事業 

③地域介護予防活動支援事業 

④一般介護予防事業 

⑤地域リハビリテーション活動支援事業 

※以上は国が示す典型例であり、市町村はこれらの例を踏まえて地域の実情に応じたサービスを検討することとなる。 12 

２．新しい総合事業の概要について 



滝沢市の「新しい総合事業」の構成（平成29年4月1日から当面の間） 

介護予防・
日常生活支
援総合事業 
（新しい 
総合事業） 

介護予防･生活支
援サービス事業 

訪問型サービス 
（第1号訪問事業） 

通所型サービス 
（第1号通所事業） 

一般介護予防事業 

介護予防ケアマネジメント 
（第1号介護予防支援事業） 

・現行の訪問
介護相当 

①訪問サービス 

①通所サービス ・現行の通所
介護相当 

②介護予防普及啓発事業 

③地域介護予防活動支援事業 

↑現行の「介護予防訪問介護」の基
準・内容で実施 

↑現行の「介護予防通所介護」の基
準・内容で実施 

←「要支援１・２の者のうち訪問型サービ

ス・通所型サービスのみの利用者」及
び「基本チェックリストによる事業対象
者」に対する介護予防ケアマネジメント
の実施 

↑すべての高齢者を対象とした介護予防事業を実施 
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２．新しい総合事業の概要について 



３．利用者の新しい総合事業への移行につい 

  て 
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 新しい総合事業への移行対象となる者は、①②の要件をどちらも満たした方のみ！ 

①要支援１・２の被保険者あるいは基本チェックリストの結果、 

 対象者とされた被保険者（以下「事業対象者」という。） 

②介護予防訪問介護あるいは介護予防通所介護に相当するサー 

 ビスのみを利用する被保険者 

 

 
注意事項 

• 65歳未満の第２号被保険者は、介護給付、予防給付、総合事業サービスの
いずれかを利用するためには、これまでどおり要介護認定申請が必須。 

• 要支援１・２は、総合事業における訪問型サービス・通所型サービスと予防給付（介

護予防訪問看護等）とを、給付上限額の範囲で併用可能（事業対象者は併用不可）。 

• 住所地特例の方は、居住している（実際に住民登録をしている）市町村の総
合事業を利用。 
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３．利用者の新しい総合事業への移行について 

～ 影響があるあるいは対象となる利用者の方は？ ～ 



平成29年４月１日以後に、これまでの介護予防訪問介護・介護予防通所介護 
を利用される方の総合事業への移行時期は？ 

 基本チェックリストの結果により事業対象者として該当し、滝沢市
に対して介護予防ケアマネジメント依頼届出書が提出され、かつ、滝
沢市がその方を受給者台帳に登録した日（介護保険被保険者証に記載
される「認定年月日（基本チェックリスト実施日）」）から。 

① 既に要支援１・２の認定を受けている方 
 平成29年３月31日現在の認定の更新時期に合わせて、順次移行（更
新前まではこれまでどおり。）し、更新後の認定有効期間開始日から。 
 なお、要介護１～５の方が、更新後に要支援１・２になった場合も
更新後の認定有効期間開始日から。 

② 新たに要支援１・２の認定を受けた方 

 要支援１・２の認定有効期間開始日から。 

③ 新たに事業対象者となった方 
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３．利用者の新しい総合事業への移行について 



～ 新しい総合事業への移行のイメージ ～ 

H29.4.1                          H30.3.31    H30.4.1  

←

予
防
給
付
で
の
訪
問
・通
所
介
護
の
提
供
割
合 

総合事業における訪問型・通所型サービスの提供割合→ 

総合事業（訪問型サービス・通所型サービス） 

要支援認定の更新時期に併せ
て総合事業に移行 

予防給付（介護予防訪問介護・介護予防通所介護） 

移行完了 

この期間は、予防給付と総合事業が併存 

①介護予防訪問・通所介護の指定は必須 
②みなし指定以外は総合事業の指定必要 

【新しい総合事業開始】 
４月に要支援認定の更新を迎える方は事業に移行 
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３．利用者の新しい総合事業への移行について 

予防給付の訪問介
護・通所介護廃止 



 
 

訪問看護、福祉用具等 
 

（これまでのもので全国一律の人員・運営基準） 

 
 

予
防
給
付

 

事業対象者 要支援１・２ 

総
合
事
業

 

要支援認定 

一般介護予防事業 （すべての高齢者が対象要支援者等も参加できる住民運営の通いの場の充実等） 

地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメントを実施 

介護予防・生活支援サービス事業 
 ① 訪問型サービス・通所型サービス 
 ② その他の生活支援サービス（栄養改善を目的とした配食、定期的な安否確認・緊急時の対応等） 

  ※事業内容は、市町村の裁量が拡大され、全国一律ではない人員・運営基準 

介護予防やサービスの利用が必要である者 

基本チェックリストで判断 

※２次予防事業対象者
把握のための基本チェッ
クリストの配布は行わな
い。 
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３．利用者の新しい総合事業への移行について 

一般高齢者等 

要介護認定申請 



～ 新しい総合事業の利用の流れ ～ 

① 相談  被保険者は、原則として市役所高齢者支援課、または地域包括支援セ
ンターやブランチの窓口に相談。 

 明らかに要介護認定が必要な方、総合事業のサービス事業を除く介護給付・予防給付
（例：訪問看護・福祉用具等）によるサービスを希望している方は、要介護・要支援認定申
請の手続へ ⇒ ③-1 または ③-2 へ 

 基本チェックリストで基準に該当しない方が一般介護予防事業の希望する場合 

 基本チェックリストを実施し、基準に該当した方は、事業対象者として介護予防ケアマネ
ジメントへ ⇒ ③-2 へ 
基準に該当しない方は、必要に応じて一般介護予防事業へ ⇒ ②-3 へ 
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３．利用者の新しい総合事業への移行について 

② 説明・手続等  相談を受けて制度等の説明を行い、必要な手続き等を行う。 

②-1 要介護・要支援
認定申請 

②-2 基本チェックリ
ストの実施 

②-3 一般介護予防事
業のお知らせ 

③ 介護予防ケアマネジ
メント依頼届出書の提出 

 要支援認定を受けた後に。 ③-1 要支援１・２ 

③-2 事業対象者 
 介護保険被保険者証に「認定年月日（基本チェックリスト実施日）」が記載された後に。 
（要介護認定申請の結果が非該当となった場合で、認定申請時に基本チェックリストを実
施していない場合に限り、その後基本チェックリストを実施し該当した方のみ。） 

 被保険者は、認定結果や基本チェックリストの結果に基づいて、介護
予防ケアマネジメント依頼の届出書を滝沢市に提出。 

④ 介護予防ケアマ
ネジメントの開始 

⑤ ケアプ
ラン同意 

⑥ サービ
ス開始 

 地域包括支援センター（又は委託
を受けた居宅介護支援事業所）は、
アセスメント、ケアプラン（案）作成、
サービス担当者会議等を行う。 



基本チェックリストとは？ 

 「介護保険法施行規則第140条の62の4第2号
の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準を定
める件（平成27年厚生労働省告示第197号）」で
定める左の25項目で構成されるチェックリスト（基
本チェックリスト） 

 一定数の項目に該当する
と、必要に応じて新しい総合
事業における訪問型サービ
スや通所型サービスを利用
できる。 
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３．新しい総合事業の概要について 

 新しい総合事業の対象者となるかは、基本チェ
ックリストで判定。 



利 

用 

者 

市
役
所
・地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
窓
口
に
相
談 

要支援１ 

要支援２ 

○施設サービス 

 ・特別養護老人ホーム など 

○居宅サービス 

 ・訪問介護 ・訪問看護 

 ・通所介護 ・短期入所  など 

○地域密着型サービス 

 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 ・小規模多機能型居宅介護 

 ・夜間対応型訪問介護 

 ・認知症対応型共同生活介護  など 

○一般介護予防事業 

  （全ての高齢者が利用可能） 
  ・介護予防普及啓発事業 

  ・地域介護予防活動支援事業 

  ・地域リハビリテーション活動支援事業等 

要介護１ 

要介護５ 

～ 

○介護予防サービス 

 ・介護予防訪問看護 

 ・介護予防通所リハビリ 

 ・介護予防居宅療養管理指導 など 

○地域密着型介護予防サービス 

 ・介護予防小規模多機能型居宅介護 

 ・介護予防認知症対応型通所介護 など 

○介護予防・生活支援サービス事業 

  ・訪問型サービス 

  ・通所型サービス 

  ・生活支援サービス(滝沢市では当面の間、実施 

  しません) 

 

予
防
給
付 

 

介
護
給
付 

これからのサービス・総合事業の利用の手続きフロー図 

認
定
調
査 

・ 

医
師
意
見
書 

要 

介 

護 

・要
支
援 

認 

定 

要 

介 

護  
 

認 

定 

申 

請 

居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画 

 
 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

②
介
護
予
防
ケ
ア 

非該当 

※明らかに要介護１以上と判断
できる場合、介護予防訪問看護
等の予防給付の利用が必要な
場合は、認定申請へ 

総合事業サービス 

事業対象者 

総
合
事
業 

※明らかに介護予防・生活支援サービス事業の対象外と判断できる場合は、基本チ
ェックリストを実施せずに一般介護予防事業へ。 

①予防給
付のみ、
あるいは
予防給付
と総合事
業を利用 

②総合事
業のみ利
用 

21 

基本チェックリスト実施済み↑ 

の場合のみ 

 

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト 

①
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
計
画 



４．事業所の指定、定款・運営規程の変更等に 

  ついて 
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① 介護予防訪問介護の指定を受けている事業所 
 

② 介護予防通所介護の指定を受けている事業所 

注意事項 

• 平成30年4月1日以降は、これまでの介護予防訪問介護と介護予防通所介

護のサービスは、すべて総合事業へ移行するため、利用者の各保険者の総
合事業の指定を受けない限り、サービス提供はできない。 

• 平成27年4月1日現在で指定が有効であった①②のすべての事業所は、法令に基づいて平成
30年3月31日まで、新しい総合事業の「みなし指定」が適用されている。 

• 平成30年3月31日までに①②の指定有効期間が満了する事業所は、その指

定更新手続をしない場合、指定有効期間満了後に要支援１・２の方への訪問
介護・通所介護のサービスは、提供できない。 
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４．事業所の指定、定款・運営規程の変更等について 

～ 影響がある事業所は？ ～ 



 現行の介護予防訪問介護・介護予防通所介護から総合事業へ移行する
「訪問サービス」と「通所サービス」の基準（「３．新しい総合事業の概要について」p.13

を参照のこと。）は、 

 

 平成27年4月1日改正施行前の「指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び
運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に
関する基準（平成18年厚生労働省令第35号）」に規定されていた「第２章 介護予防訪
問介護」及び「第７章 介護予防通所介護」の規定と同じ基準とするが、滝沢市では「記
録の整備」のみ「５年間保存」とする予定。 

現行の介護予防訪問介護 
現行の介護予防通所介護 
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４．事業所の指定、定款・運営規程の変更等について 

～ 総合事業で実施予定のサービスの基準は？ ～ 

の基準と同じとする予定 

基準の詳細 



みなし指定されている事業所 

 平成30年3月31日までは、これまで
と同じ基準によるサービスを提供す
る場合に限り、新たに総合事業の事
業所指定を受ける必要はない。 

 ただし、平成30年4月1日以後も引
き続きサービス提供をする場合は、
平成30年3月31日までに総合事業の事
業所指定を受ける必要がある。 

みなし指定以外の事業所 

 平成29年4月1日以後は、新たに総
合事業の事業所指定を受けない限り、
総合事業へ移行した利用者へのサー
ビス提供はできない。 

 平成27年4月1日時点で「介護予防訪問介護」または「介護予防通所介護」を行
っていた事業所は、法令で平成30年3月31日までの間は「みなし指定」事業所と
されているが、平成27年4月2日以後に指定を受けた事業所は「みなし指定」事業
所とされていない。なお、「みなし指定」は、事業所単位となっている。 
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４．事業所の指定、定款・運営規程の変更等について 

～ 滝沢市における総合事業の事業所指定の取扱い ～ 

「みなし指定」事業所は、岩手県保健福祉部長寿社会課のホームページで確認してください。 
 トップページ ＞ くらし・環境 ＞ 福祉 ＞ 介護福祉 ＞ 介護情報ＤＢ ＞ 介護保険に係る指定事業所一覧 

みなし指定の確認 



 総合事業の「みなし指定」とは別に「介護予防訪問介護」または「介護予防通
所介護」の指定期間が平成29年4月1日から平成30年3月31日までの間に満了する
場合は、そのサービスの指定を更新しない場合には、総合事業へ移行する前の要
支援１・２の者へのサービス提供ができなくなりますので、指定の更新手続きを
行う必要があります。 
 なお、指定の更新手続きは、盛岡広域振興局での手続きとなりますのでご注意
ください。 
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４．事業所の指定、定款・運営規程の変更等について 

平成30年3月31日までに介護予防訪問介護・介護予防
通所介護の指定期間が満了する事業所の注意点 

「みなし指定」事業所は、岩手県保健福祉部長寿社会課のホームページで確認してください。 
 トップページ ＞ くらし・環境 ＞ 福祉 ＞ 介護福祉 ＞ 介護情報ＤＢ ＞ 介護保険に係る指定事業所一覧 

指定期間の確認 

～ ～ 



指定の基準について 

 現行の「介護予防訪問介護」「介護予防通所介護」と同じです。なお、「５．
事業所の指定、報酬等について」p.24を参照のこと。 

指定申請の様式について 

 みなし指定以外の事業所の指定申請手続きは、平成29年3月下旬に滝沢市議会
において平成29年度予算が議決された後となりますので、該当する事業所は申請
の準備をお願いいたします。 
 なお、期日までに申請のあった事業所の指定の予定日は、平成29年4月1日とな
ります。 

指定期間について 
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４．事業所の指定、定款・運営規程の変更等について 

～ 「みなし指定」以外の事業所の指定 ～ 

 盛岡広域振興局の指定申請手続きの必要書類等の例による書類とする予定で
す。 

 指定期間は、６年とする予定です。 

 なお、地域密着型サービスの指定を受けている事業所に限り、その事業所の
指定期間に合わせることも検討しています。 



「定款」「運営規程」の変更 
 実施する新しい総合事業の追加、既存事業の変更等を行う必要があります。な
お、「定款」「運営規程」の変更の取扱いについては、所管官庁に直接ご相談く
ださい。 
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４．事業所の指定、定款・運営規程の変更等について 

～ 移行に向けての必要な準備は？（１） ～ 

【追加する場合の記載例 平成29年4月1日～】 

  上記の右の例のほかに、 

  介護保険法に基づく地域支援事業（第１号訪問事業、第１号通所事業又は第１号生活支援事業） 

※【記載例】は、滝沢市では実施しない総合事業も含まれたものですので、それぞれの事業所が必要に応じて
変更を行ってください。 

 現行の「介護予防訪問介護」や「介護予防通所介護」に関する部分を削除すると、平成29年度内に総合事業へ移行
前の方への予防給付のサービスを提供できなくなりますのでご注意ください。 

注意事項 

【変更する場合の記載例 ～平成30年3月31日】 

  介護予防訪問介護 → 介護予防訪問介護又は介護保険法に基づく第１号訪問事業 

  介護予防通所介護 → 介護予防通所介護又は介護保険法に基づく第１号通所事業 

 



「契約書・重要事項説明書」等の変更 
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４．事業所の指定、定款・運営規程の変更等について 

～ 移行に向けての必要な準備は？（２） ～ 

 契約書・重要事項説明書も変更が必要です。次の者に対して、新しい総合事業
のサービスを提供開始するまでに契約する必要があります。特にも、これまで利
用していた方の場合は、利用料等が月額包括報酬から回数単価へ変更となるため
注意が必要です。 

 ・予防給付から移行した要支援者 

 ・新たな事業対象者 

【新たに総合事業用のものを別に作成する場合の記載例 平成29年4月1日～】 

  介護予防訪問介護 → 介護保険法に基づく第１号訪問事業 

  介護予防通所介護 → 介護保険法に基づく第１号通所事業 

 現行の「介護予防訪問介護」や「介護予防通所介護」に関する部分を削除や、契約解除すると、平成29年度内に総
合事業へ移行前の方への予防給付のサービスを提供できなくなりますのでご注意ください。 

注意事項 

【既存のものに追加する場合の記載例 ～平成30年3月31日】 

  介護予防訪問介護 → 介護予防訪問介護又は介護保険法に基づく第１号訪問事業 

  介護予防通所介護 → 介護予防通所介護又は介護保険法に基づく第１号通所事業 

 



５．利用者負担と報酬請求について 
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 要支援者が、総合事業における訪問型サービス及び通所型サービスのみを利
用しようとする場合には、予防給付（要支援１・２）の支給限度額の範囲内で
上限管理し、給付管理を行う。 

 要支援者が、介護予防サービスと総合事業を利用した場合には、給付管理票
に基づき予防給付（要支援１・２）の支給限度額の範囲内で、介護予防サービ
スと総合事業を一体的に上限管理し、給付管理を行う。 

 事業対象者は、総合事業の訪問型サービス及び通所型サービスのみの利用と
なるが、予防給付の要支援１の限度額を上限として給付管理を行う。 
 ただし、介護予防ケアマネジメントにより、退院直後など集中的にサービス
利用することが自立支援につながる場合など利用者の状態によっては、予防給
付の要支援１の限度額を超えることもあり得る。（市役所へ要事前相談） 
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５．利用者負担と報酬請求について 

～ 給付管理の考え方 ～ 

① 要支援１・２の者が総合事業のみを利用 

② 要支援１・２の者が介護予防サービスと総合事業を併用 

③ 事業対象者が総合事業を利用 



 総合事業の利用者負担は、現行の予防給付（自己負担の割合が１～２
割）と同じ取扱いであり、次のいずれのケースも請求、審査、支払いは
従来どおり国保連合会を経由して行います。 

利用者区分 サービス利用 支給限度額 利用者負担 

事業対象者 現行相当サービス 

5,003単位 １割。一定以上の
所得の利用者は２
割 

要支援１ 予防給付 

現行相当サービス 

要支援２ 予防給付 
10,473単位 

現行相当サービス 

現行相当の総合事業サービスを利用する場合の利用者負担と支給限度額 
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５．利用者負担と報酬請求について 

～ 利用者負担と支給限度額 ～ 



対象者 予防給付のみ利用 予防給付と総合事業を利用 総合事業のみ利用 

事業対象者 全額自己負担（保険
給付なし） 

・予防給付分は全額自己負 
 担（保険給付なし） 
・介護予防ケアマネジメン 
 トを含めた総合事業分は 
 総合事業から支給 

介護予防ケアマネジ
メントも含めて総合
事業から支給 

要支援１・２ 予防給付から支給 ・介護予防ケアマネジメン 
 ト費を含めた予防給付分 
 は予防給付から支給 
・総合事業分は、総合事業 
 から支給 

介護予防ケアマネジ
メントも含めて総合
事業から支給 

要介護認定 介護給付から支給 ・介護予防ケアマネジメン 
 ト費を含めた予防給付分 
 は介護給付より支給 
・総合事業分は、介護給付 
 サービスの利用を開始す 
 るまでのサービス提供分 
 は総合事業から支給 
 

介護給付サービスの
利用を開始するまで
のサービス提供分は
総合事業から支給 
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５．利用者負担と報酬請求について 

～ サービス等の利用毎の負担の取扱い ～ 



利用するサ
ービス 

ケアマネジメント費 
予防給付サービス費 
総合事業サービス費 

費用請求区分 

予防給付の
み 

○介護予防支援費 ○予防給付 
【例：訪問看護】 

○予防給付で請求 

予防給付と
総合事業の
併用 

○介護予防支援費 
（※） 

○予防給付 
【例：訪問看護】 

○予防給付で請求 
 

●総合事業 
【例：通所介護】 

●総合事業で請求 

総合事業の
み 

●介護予防ケアマ
ネジメント費 

●総合事業 
【例：訪問介護・通所介護】 

●総合事業で請求 

※ 予防給付と総合事業の併用時のケアマネジメント費は、原則として予防給付扱いであるが、月のな 
 かで１度も予防給付を利用しなかったときは、総合事業としての請求となるので注意してください。 

●総合事業で請求する範囲   ○予防給付で請求する範囲 
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５．利用者負担と報酬請求について 

～ サービス等の利用毎の請求の取扱い ～ 



報酬の予定額【訪問型サービス】 

介護予防給付 総 合 事 業 

 

 

給付サービス 

○月額包括報酬 

週１回程度 1,168単位／月 

週２回程度 2,335単位／月 

週２回超 3,704単位／月 

※週２回超は、要支援２の認定者のみ 

訪問型サービス 
介護予防訪問介護相当 

○１回当たりの報酬単価を設定 

週１回程度 
266単位／回 

月４回超の場合 1,168単位／月 

週２回程度 
270単位／回 

月８回超の場合 2,335単位／月 

週２回超 
285単位／回 

月12回超の場合 3,704単位／月 

※週２回超は、要支援２の認定者のみ 

 訪問型サービス費（短時間サービス）は、当面の
間、実施しない。 
 また、各種加算・減算は、給付と同一とする。 
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５．利用者負担と報酬請求について 



訪問型サービス現行相当の報酬算定例 

報酬算定の例 報酬の算定 

例１ 週に１回程度の利用者に対し、１か
月に４回のサービスを提供 

1,064単位 

(内訳) 266単位×４回=1,064単位（<1,168単位／月） 

例２ 週に１回程度の利用者に対し、１か
月に５回のサービスを提供 

1,168単位 

(内訳) 266単位×５回=1,330単位（>1,168単位／月） 
月額報酬である1,168単位を上回るため、1,168単位とする。 

例３ 週に２回程度の利用者に対し、１か
月に８回のサービスを提供 

2,160単位 

(内訳) 270単位×８回=2,160単位(<2,335単位／月) 

例４ 週に２回程度の利用者に対し、１か
月に９回のサービスを提供 

2,335単位 

(内訳) 
 

270単位×９回=2,430単位（>2,335単位／月） 
月額報酬である2,335単位を上回るため、2,335単位とする。 

例５ 週に２回程度の利用者で、１か月に
９回のサービスを提供する予定であ
ったが、体調不良により１か月に３
回の提供となった 

810単位 

(内訳) 270単位×３回=810単位(提供予定の単価) 

※１月に算定できる上限額は、１事業所あたりではなく、１利用者あたりであることに注意すること。 
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５．利用者負担と報酬請求について 



介護予防給付 総 合 事 業 

 

 

給付サービス 

○月額包括報酬 

週１回程度 1,168単位／月 

週２回程度 2,335単位／月 

週２回超 3,704単位／月 

※週２回超は、要支援２の認定者のみ 

通所型サービス 
介護予防通所介護相当 

○１回当たりの報酬単価を設定 

要支援１・事業対象者 

週１回程度 378単位／回 

月４回超の場合 1,647単位／月 

要支援２ 

週２回程度 389単位／回 

月８回超の場合 3,377単位／月 

※週２回超は、要支援２の認定者のみ 

各種加算・減算は、給付と同一とする。 
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５．利用者負担と報酬請求について 

報酬の予定額【通所型サービス】 



報酬算定の例 報酬の算定 

例１ 
「要支援１」の利用者に対し、「１
か月に４回」のサービスを提供 1,512単位 

(内訳) 378単位×４回=1,512単位（＜1,647単位／月） 

例２ 
「要支援１」の利用者に対し、「１
か月に５回」のサービスを提供 1,647単位 

(内訳) 378単位×５回=1,890単位（＞1,647単位／月） 
月額報酬である1,647単位を上回るため、1,647単位とする。 

例３ 
「要支援２」の利用者に対し、「１
か月に８回」のサービスを提供 3,112単位 

(内訳) 389単位×８回=3,112単位（＜3,377単位／月） 

例４ 
「要支援２」の利用者に対し、「１
か月に９回」のサービスを提供 3,377単位 

(内訳) 
 

389単位×９回=3,501単位（＞3,377単位／月） 
月額報酬である3,377単位を上回るため、3,377単位とする。 

例５ 
「要支援２」の利用者で、１か月に
９回のサービスを提供する予定であ
ったが、体調不良により１か月に３
回の提供となった 

1,167単位 

(内訳) 389単位×３回=1,167単位（提供予定の単価） 

※１か月に算定できる上限額は、１事業所あたりではなく、１利用者あたりであることに注意すること。 
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５．利用者負担と報酬請求について 

通所型サービス現行相当の報酬算定例 



事業所の種別 （介護予防）訪問・通所介護相当サービス 
＝国基準（予防給付）相当サービス 

平成27年3月31日時点で、介護予防 
訪問介護の指定を受けている事業所 

（みなし指定あり） Ａ１ 
平成27年3月31日時点で、介護予防 
通所介護の指定を受けている事業所 

（みなし指定あり） Ａ５ 
平成27年4月1日以降に、介護予防 
訪問介護の指定を受けている事業所 

（みなし指定なし） Ａ２ 
平成27年4月1日以降に、介護予防 
通所介護の指定を受けている事業所 

（みなし指定なし） Ａ６ 
サービスコードは調整中であるため、決定し次第ホームページで公開予定です。 
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５．利用者負担と報酬請求について 

国保連への請求コード 
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国保連請求事務 予防給付・総合事業の併用の場合 

５．利用者負担と報酬請求について 



総合事業のみの利用の場合 
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５．利用者負担と報酬請求について 

国保連請求事務 

該
当
・
非
該
当 



６．介護予防ケアマネジメントについて 
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 総合事業における介護予防ケアマネジメントは、これまでの介護
予防支援と同じく、 
 

 ・地域包括支援センター 

 ・地域包括支援センターから委託を受けた居宅介護支援事業所 
 

が実施することになります。 
 

 滝沢市では、 
 

 ・ケアマネジメントＡ（原則的な介護予防ケアマネジメントのプロセス） 
 

を実施する予定です。 
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６．介護予防ケアマネジメントについて 



地域包括支援センター 
（一部委託された居宅介護支援事業所） 

要支援者等 
みなし指定・指定 

事業所 

滝沢市 
⑨支払 

⑤契約・利用(自己負担１～２割) 

⑧請求 

国保連 

⑦支払 

⑥請求 
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６．介護予防ケアマネジメントについて 



ケアマネジメントが重要なポイントになります!! 

• ケアマネジメントは、地域包括支援ｾﾝﾀｰ、居宅介護支援事
業所のみの問題ではなく、訪問サービス・通所サービスの事
業所も十分理解して、サービスを提供していくことが重要。 

 

• ケアプランは、これまでと同じように「どのサービスを使うか」
から考えるのではなく、ご本人の自立支援に、どのようなサ
ービスが有効かという視点であらためて取り組む。 

 

• 介護保険以外のインフォーマルサービスも活用し、ご本人が
「地域の中で暮らし続ける」ことができるように。 

 

• 滝沢市も情報提供、研修会などの方法で支援。 
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６．介護予防ケアマネジメントについて 



７．その他 
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時期 内容 

平成29年３月下旬 滝沢市議会で平成29年度当初予算の議決 

新しい総合事業に係る実施規則、指定基準等を決定 

みなし指定事業所以外の指定申請受付開始 

みなし指定事業所以外の指定申請締切(平成29年4月1日指定分) 

平成29年４月１日 新しい総合事業の開始 
申請のあったみなし指定事業所以外の事業者の指定 

平成30年１月以降 みなし指定事業所の指定申請受付開始(予定) 

平成30年３月31日 介護予防訪問介護・介護予防通所介護の廃止 
みなし指定期間の終了 

平成30年４月１日 申請のあったみなし指定事業所の事業者の指定 

詳細なスケジュールが決定し次第、市のホームページで随時お知らせします。 
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７．その他 

今後のスケジュール 



 総合事業に関する質問については、滝沢市と事業所との間で、情報を共有し、
蓄積し、効果的に運用していくために、市ホームページに掲載する「質問票」に
記載して、電子メール又はＦＡＸでお問い合わせください。 
 

 

  宛先  滝沢市高齢者支援課総合事業担当 
 

  Email  kourei@city.takizawa.iwate.jp 
 

  ＦＡＸ   ０１９－６８７－４３１８ 
 

 

 なお、いただいた質問は、Ｑ＆Ａ集を更新し、滝沢市ホームページで随時公表
します。 
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７．その他 

滝沢市の総合事業に関する問い合わせ 

mailto:chouju@city.morioka.iwate.jp

